
平成２１・２２年度 競争参加資格審査申請について（概要） 
 
 平成 21･22 年度競争参加資格審査の定期受付について、インターネット方式

により一元的に実施することとなりましたので（一元受付参加機関は別表を参

照ください）、お知らせいたします。 
 なお、インターネット申請時の URL、機器仕様等の詳細は平成 20 年 10 月初

旬にホームページ等に掲載いたします。また、インターネット方式以外の文書

郵送及び持参による申請についても従来どおり実施します。 
 
１．受付方法及び期間 
(1) インターネット方式（建設工事及び測量・建設コンサルタント等業務） 
①パスワード申請受付期間  平成 20 年 11 月 4 日（火）～平成 20 年 11 月 28 日（金）

②入力ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑﾀﾞｳﾝﾛｰﾄﾞ期間 平成 20 年 11 月 4 日（火）～平成 21 年 1 月 15 日（木）

  

③申請用データ受付期間   平成 20 年 12 月 1 日（月）～平成 21 年 1 月 15 日（木）

※システム稼動時間 平日 9:00～17:00 
 土曜日、日曜日、祝日、年末年始（12 月 29 日（月）～1 月 3 日（土））の終日及び

平日の 17:00～9:00 の間は、システムを運休します。 
(2) 文書郵送方式 平成 20 年 12 月 1 日（月）～平成 21 年 1 月 15 日（木） 
(3) 文書持参方式 平成 20 年 12 月 1 日（月）～平成 21 年 1 月 30 日（金） 
※郵送及び持参期間は、地方整備局等（各地方整備局、大臣官房官庁営繕部、国土技術

政策総合研究所）の受付期間になります。なお、文書郵送及び持参による申請方法の

詳細は平成 20 年 10 月初旬にホームページ等に掲載いたします。 
 
２．建設工事の競争参加資格に必要となる経営事項審査 
 経営事項審査の審査基準の改正に伴う再審査を含め、平成 20 年 4 月 1 日付け

で改正された基準による経営事項審査の総合評定値通知（平成 19 年 6 月 30 日

以降を審査基準日とするもの）を受けていることが必須要件となりますのでご

注意下さい。 
 なお、再審査の申し立て期間は、平成 20 年 7 月 29 日（火）までとなってお

りますので、改正前の基準による総合評定値通知書をお持ちの方は必ず再審査

を受けてください。 
※再審査を含む改正後の基準による総合評定値は、申請から通知が届くまでに３ヶ月程

要しますので、申請者は資格審査の申請に間に合うよう早めに経営事項審査の申請を



お願いします。 
 
 
問合せ先（代表電話０９２－４７１－６３３１） 
（道路・河川・官庁営繕・公園 関係について） 
九州地方整備局 総務部 契約課 調査係 内線 2521，2522 

（港湾空港 関係について） 
九州地方整備局 総務部 経理調達課 契約企画係 内線 285，269 

 
※詳細については、「平成 21･22 年度 建設工事等の競争参加資格審査について」

を参照願います。 
 

○インターネット一元受付参加機関 （別表）

機関名 工事 コンサル

国土交通省大臣官房会計課所掌機関 ○ ○

（運輸局、航空局、気象庁、海上保安庁等）

国土交通省地方整備局等（道路・河川・官庁営繕・公園関係） ○ ○
（地方整備局、大臣官房官庁営繕部、国土技術政策研究所（横須賀庁舎除く））

国土交通省地方整備局（港湾空港関係） ○ ○

国土交通省北海道開発局 ○ ○

国土交通省国土地理院 － ○

総務省 ○ －

法務省 ○ ○

財務省財務局 ○ －

文部科学省 ○ －

厚生労働省 ○ －

農林水産省大臣官房経理課 ○ －

農林水産省地方農政局 ○ ○

経済産業省 ○ ○

環境省 ○ －

防衛省 ○ ○

最高裁判所 ○ －

内閣府沖縄総合事務局 ○ ○

東日本高速道路（株） ○ ○

中日本高速道路（株） ○ ○

西日本高速道路（株） ○ ○

首都高速道路（株） ○ ○

阪神高速道路（株） ○ ○

本州四国連絡高速道路（株） ○ ○

独立行政法人水資源機構 ○ ○

独立行政法人都市再生機構 ○ ○

日本下水道事業団 ○ ○

独立行政法人鉄道建設・運輸施設整備支援機構 ○ ○
独立行政法人鉄道建設・運輸施設整備支援機構（国鉄清算事業関係） ○ －


